
（3）企業の雇用過剰感

企業の中高年に対す る雇用過剰感が高い。

①　労働経済動向調査（平成5年）

産業・企業規模、過剰と考える年齢区分別事業所比率

（事務職）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）、

産業・企業規模 計 29歳以下 30－39歳 40～49歳 50歳以上

調　査　産　業　計

製　　造　　業

1，000人以上

300－999人

100－299人

30－99人

消費関連業種

食　　一料 品

衣　服

家　具・出　版・
皮　革・そ　の　他

素材関連業種

木材・ノウレプ・ゴム・窯業

化学・石油・プラスチック

鉄鋼・非鉄・金属
機械関連業種

般　機　械

電　気　機　器

輸　送　用　機　器

精　密　機　器

卸売・小売業・飲食店

卸　　　売　　　業

小　　　売　　　業

飲　　　食　　　店

サービス業

対事務所サービス

対個人サービス

、（15）100　　　28　　　　　8　　　　28　　　　36

（17）100

（19）100

（19）100

（16）100

（11）100

（9）100

（4）100

（13）100

（9）100

（14）100

（8）100

（7）100

（24）100

（23）100

（33）100

（22）100

（16）100

（20）100

（12）100

（15）100

（10）100

（－）100

（8）100

（8）100

（8）100

26

15

29

44

35

40

33

30

50

38

22

20

28

16

9

33

30

26

43

10

11

7

12

6

13

33

17

3

4

13

22

18

17

3

14

25

28

21

24

18

13

33

17

16

13

25

15

31

31

38

9

33

43

43

43

29

25

40

40

45

43

20

41

33

33

33

33

51

38

38

60

35

ヰ1

24

64

17

23

30

14

13

20
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②　大企業の雇用調整

（労働省に与る東証上場企業への調査結果、93年5月実施）

（1）中高年（45歳以上）ホワイトカラーに対する雇用過剰感

すでに過剰雇用が深刻な問題になっている 30．0％

現在は余り感じていないが近い将来この間題の発生が予想される………49．0％

（2）雇用過剰感の原因

景気が回復しても過剰感が残る構造要因

景気が回復すればほぼなくなる循環要因

（4）女子の労働力率の動向

40．9‘％

29．5％

我 が 国 の 女 子 労 働 力 率 は、 最 近 の 動 向 と して 昭 和 6 3年 以 降 平 成 3 年 ま で （好 況

期 ） か つ て 無 い上 昇 率 （年 平 均 0 ．6％ ） で伸 び て きた が 、 平 成 4 年 （不 況 期 ）か ら

低 下 気 味 で あ る。 しか し総 じて女 子 労 働 力率 は上 昇 傾 向 に あ る。 （表 1 ）

平 均 で み る と我 が 国 は 主 要 5 か 国 中 3 位 の 5 0 ．7％ で あ るが 、 各 年 齢 階 層 別 で み

る と2 5－3 9歳 層 ま で 日本 は 各 国 よ り下 回 っ て お り、特 に3 0 「3 4歳 層 が 著 し く低 い 。

（表 2 ）

ま た、 19 9 1年 時 点 で 女 子 労 働 力 率 が米 国 と同 水 準 （55 ．6％ ） とす る と、 労 働 力

人 口 は2 5 7万 人 増 え る。

表1　日本の女子労働力率の推移
51

50

49

48

（単位：幻47

45

45

44

43

50　　51　52　　53　　54　　55　　56　　57　　58　　59　　60　　61　62　　63　1　2　　3　　4　　5

（年）

資料：総務庁（労働力人口統計）
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表2　年齢区分別女労働力率各国比較

＝　‾　日本：合計＝50．7l

一一1ト・・－米国「：合計＝5．硝

S　‾　イギ，ス：合計＝52．0％

一一一〇－ドイツ：合計宣45．7％

ニ　‾‾フランス：合計ま44．7％

80

70

由

50

（単位：約40・

30

20

10

0

15－19　　20－24　　25－29　　30－31　35－39　　40－44　　45－49　　50－54　　55－59　　60－64　　65－69

（注）1．ドイツ、イギリス、は1990年、その他は1991年。2．イギリスの年齢区分は

一部を除き10歳間隔。3．イギリスの65－69歳は65歳以上。

出所：日本銀行（国際比較統計）
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i　（5）賃金水準の国際比較

車
昏

賃 金 を為替 レー ト換算 で み る・・と、 昭和 61年 に 日米 間 の差 が急速 に縮 ま り、 63年

に は 日本が 27万 8 千 円、米 国 が 26万 9 千 円 とな り逆 転 した。 その後 は米 国が僅 か

に上 回 って推 移 して いたが、最 近 の 円高 の影響 で 日本 は再 び米 国 を上 回っ た。

購 買 力平価 そみて み る と、差 は徐 々に縮 まって きてい る ものの、依 然 日本 の賃

金水 準 は米 国 よ り低 く、 これ が豊 か さの実感 が 出来 ない一 つ の背景 とな って い る

もの とみ られ る。

一人「ヵ月当たり給与所得日米製造業比較（全事業所平均）

一一一一・・・・一一日本（為替トl変験せ）

一一・°－ 米田（あぜトl変換依〉　′

一一→－ 日本（1935年毎格、P押変換鑓）

一一一〇－ 米眉目1985年仕様、P評定験せ）

50　5152　53　5155　56　57　58　59　60　6162　6312　3

出所：労働生産性の国際比較［（財）日本生産性本部］

注）給与所得＝現金給与総額／就業者数
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一人一カ月当たり給与所得日独製造業比較（20人以上企業）

一一一一一一一日本 （為替トl変換瞳）

一一」コ一一一放国（為せト慣 捻削

－ ●一・一 日本（1985年鍾格、P押変換敏）

一一一〇－ 旭日 （19持年毎格、P押変験せ）

50　51　52　53　51　55　56　57　58　59　60　51　52　53　1　2　　3

・出所：労働生産性の国際比較［（財）日本生産性本部］

注）給与所得＝現金給与総額／就業者数
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（6）単位当たり労働コスト　くULC）の国際比較

我が国のU L C は昭和53、54年を除き60年まで 3 か国中最 も低 く、長期にわたっ
＼

て強いコス ト優位性を持っていたとみ られる。61年 （プラザ合意翌年）以降、 日

本 と独国のU L C は急上昇 し、米国を上回っている。

日米独製造業ユニットレーバー・コスト比較（ドルベース、1985年価格換算）

700

500

500

400

300

200

100

0

50　　51　52　　53　　54　　55　　56　　57　　58　　59　　50　　61　62　　63　1　2　　3

出所：労働生産性の国際比較［（財）日本生産性本部］

注）ユニットレーバー・コスト＝名目平均賃金／労働生産性＝（W／L）／（0／L）＝

支払い名目給与総額／当該年の実質付加価値額
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〔7〕家計の消費動向

（1）消費低迷の要因

家計最終 消 費支 出 （実質） の伸 び率 を見 る と、雇 用者所 得 （実質 ） の伸 び に歩

調 を合 わせ て推 移 して お り、現在 の消 費低 迷 の原 因 は、基 本 的 に所 得 の伸 び悩 み

で あ る。9 0～ 9 1年 にか け、所 得 の伸 び に比べ大 き く消 費支 出が低迷 して い るの は、

バブル 崩壊 や将 奉 の所得 リス ク上 昇 の影 響 と見 られ る。 所得 の低迷 や所 得 リース ク

の高 ま りに よる消 費低 迷 は、過去 の不況 期 に も起 きて い るが、今 回 はバ ブル の影

響が大 きな もの とな って い る。

図1実質家計最終消費支出と実質雇用者所得の推移（国民ベース、対前年増加率、

1976～93）

（％）
7

6

5

4

3

2

1

0

一●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 雇 用 者 所 得

●‘

．●、

ノt ・・　　　　　　　 ●・　　　　　　　　　　　　　 ．●・　　　　 ・●一一・＿

＿●一一一　 一一一●一
‘－ ‾ ‾‾ ‾ ｛ ‾ト－ －‾’‾　　　 －′　　　　　　　　　　　 ． ＼

、 ．．，・一　　　　　　　　　　　　 道 激 最 盛 消 羞 支 出 ＿ 二 三 ．＿．

1976　　　　　　　　1980　　　　　　　　　　　1985　　　　　　　　　　　　1990　　　　　1993（年）

（注）国民経済計算の家計可処分所得には、個人企業の営業余剰等に係る分も含まれて

いるため、雇用者所得を使用した。

（備考）経済企画庁「国民経済計算」により作成。

図2　実質消費支出と実質可処分所得の推移（勤労者世帯、対前年同期増加率、1990

I～94I）

（備考）総務庁「家計調査報告」により作成。
l
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図3　実質家計最終消費支出と実質可処分所得の推移（国民ベース、対前年増加率、

1976－92）
（％）

一 ●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ヽ

● 「

●

●

． ● ‘　　　　　　　　　　 ヽ －

一 一一 一 一 ・㌢ ● て ・・・ －… ・一 ・ ・ 一 “ ト ・－ ” ‥ 一 一 ‥　　　　　　　　　 r ・ ・一　 一一 エ ー 一・一 一　 ‥ … 一一 一 一 一 一 一‥ ・一 ・ 一 一 ・ ‥ － ▼・ ＝ h 　 一 ・ 一 一 一一1 一 一 一 一 一 ・　　　　　　　　 ． ・ ニ・， － ● ‥ 一 ・ 一 ・

． 1 r r

－ 一一一一 一 一 － 一 一　 一 一一 一 … ・ ・一 一 … 一 一 一 ‥ － 一 一 ・一 ・一 ・－ ・・ 一 ・・ ・ 一 一 1 － － － － 一 ・一 一一 一 一 一一 ・ － 一 一 一 － … ・ ・ －－ ・‥ 一 一 ・ 一 一一・ 一・ 一 一 一 ・・一 一 一・一 … －● －h 一 一 一 ・ 一一 一

． ． 4
家計最終消費支出

可処分所得

1976　　　　　　　　　　1980　　　　　　　　　　　　　1985　　　　　　　　　　　　　　1990　　　1992（年）

（備考）経済企画庁「国民経済計算」により作成。

（2）家計における借入金等の推移

家計 における借入負担等 を見 ると一部 に落ち着 きを見せ る様子 もあるが、依然

高い水準 にある。

（資料）住宅ローン残高については、日本銀行「経済統計年報」∴他は経済企画庁「国

民経済計算年報」による。但し、住宅ローン残高以外の1993年度については、

経済企画庁総会計画局において推計。

（注）※住宅ローン残高についてのみ暦年末。他は年度ないし年度末。但し、土地に

っいては年度末単位では国民経済計算年報のデータが存在しないため、暦年末

のデータを使用している。93年分は公示地価の変動率に基づき推計。
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